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Abstract 

  The purpose of this report is to summarize the content of the English Study 

Abroad Program which took place in Monash Univerisity , Australia from the 21st 
February to the 21th March in 1999 organized by the Faculty of International Studies. 

The International Exchange Committee of the Faculty took the responsibil ity to 

perform the Program and will need to make some reformation in the next year. 

Moreover negotiating with Monash University for achieving the new~type of agreement 

will be indispensable to establish the one-semester's study abroad program scheduled 

at the year of 2001 finishing after the reorganization of the Faculty . 

 In this report, I would like to explain by the PDCA - Plan, Do, Check, and 

Action - analytical method of business management to evaluate the four week's 

Study Abroad Program in Monash University, and mention some proposals of the 

future of international exchange activities of the Bunkyo University .

は じめに

国際学部では第1回 モナ.ッシ.ユ大学春期集中英語研修 を1999年2月21日 より3月21日 まで、オ.
一ス トラリア ・メルボル ソ市郊外の同校ペニソ.シュラ ・キャソパス.(フ ランクス トソ校)に おい

て実施 した。参加学生は国際学部27名(う ち2年 生1名 、.1年 生26名 、男女内訣は男子4名 、女

子23名)、 当初1週 間を奥田と湘南 ・国際交流室の鈴木育代さんが、また続 く1週 間を奥 田が引

率 指導 にあたるという.「部分引率」の形態で行 なった。同研修は1997年 度に初めて企画された も

のだが、・.前回は参加学生数が8名 と、学部主催実施人数に満たず、ゼミ研修旅行の形態で実施 し
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た経緯がある。今回が事実上、最初 の学部主催企画 となった。(1)同研修 はモナッシュ大学の国

際交流統括部門にあた るMonashInternational、 そ のアジア地域担当機関であるAustralia

AsiaContactinEducation=AACE、 お よび同大 学付属の英語研修 セ ソター(English

LanguageCenter=ELC)の 全面的協力のもとに実施 された。 「英語研修」 とは銘打ってはいる

も'のの、内容は英語スキルの訓練にとどまらず、メルボル ソ市の市場見学調査やオース ラリァの

教育、生活、それにmulti-culturaismと 呼ばれるこの国の多様な文化的あり方など、極 めて多岐

に及ぶ ものである。また現地滞在ではホームステイ形:態を採 ったことで、参加 した学生 は余儀な

く英語によるコミュニケーショソにイソテグレー トされるだけでな く、オース トラリアの人々の〃

ナマの生活 〃とも向き合 うことが出来た。研修内容は異文化理解やいわゆる国際感覚の研磨など、

「英語研修」 とい う言葉だけで包括できない総合性を持っていたと言える。

もともと海外研修には自分を日常 と異 なった環境下 に置 き、〃異生活体験 〃を通 じて多元的な

価値観の存在を知 ること、さらにで きれば、両者の共存を志向する感性を磨 き上げるという重要

な教育 目標がある。残念なことに、参加学生の一人がエクスカニショソ中に落馬事故を起 こし骨

折す るとい うアクシデソトに見舞iわれたが、幸いにも怪我は軽 く、またホス トファミリーの献身

的サポー トもあって、本人 も研修 を最後まで全 うすることができた。(2)(ち なみに、この時の

体験を彼女は一生の思い出となったと語 り、今では良い 「異文化理解」の機会が持てた と述懐 し

ている。)モ ナッシュ大学における今春の研修は、親切で経験ある現地教師 ・スタッフに恵まれ、

所定の目標をほぼ達成で きたと考えている。

1.教 員引率体制の改革 一 「部分引率制度」導入 まで

昨年度ゼミ旅行形態実施の際に学生を引率 された小林ひろみ国際学部教授からは、モナッシュ

大学側のケアー体制が大変整備されたものであることが帰国後に報告 されていた。
一般論 として、海外研修における学生引率に伴 う教員の負担には極めて大 きなものがある。教

員はその間、ほぼ24時 間体制で学生指導 にあたらねばならず、それ以外の研究教育活動を放棄す

ることを一定覚悟 しなければならない。 しかもモナッシュ大学での研修の場合は2～3月 とい う

本学の学事 日程上押 し詰まった多忙期でもあ り、相手側の受け入れ体制が盤石のものであるなら

ば、少な くともこの研修に限っては引率のあ り方に何 らかの改革が採 られて しかるべきと考 えら

れた。 さらに、後述する学部改組後の 「短期留学制度」が発足 した場合の対学生ケアニの負担増

や、あるいは高度の専門性が要求 される企画や現地での リスク管理が必要な企画、すなわち教員

引率が絶対的に必要とされる海外研修 を将来展開 してい くことをも考慮 した場合、今後を見据え

ての引率余力を確保 してい くためにも、受け入れ体制が しっかりしている海外研修に限 ってはむ

しろ引率規模を縮小 し、引率者の全般的負担の軽減とコス ト削減を図ることこそが得策であ り、

結果と して、それが学部が新規の海外研修企画を展開 してい く可能性を拡げることにつながると

も考えられる。学部国際交流委員会では数次にわたってこの問題を検討するとともに、並行 して

学部教員を対象 としたアソケー トを実施 した。 またモナ ッシュ大学AACEに 対 しては、①研修参

加学生に対する学内でのケアー、ホームステイ先でのケアーのあ り方、②移動手段 ・送迎方法の

確認、③事故発生時の対処…等に関する質問状(日 ・英文)を 送付 し、回答(英 文)を 文書 にて

得た。[稿 末資料1お よび2参 照。ただ し英文のみ掲載。]結 果、本研修に関 しては参加学生が
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現地 に順応で きるまでの前半2週 間に限っての 「部分引率体制」 を採 ることが妥当とし、 これを

原案として学部教授会、関係委員会に諮ることとした。

同案は1998年9月 の定例教授会にて審議され、主に① モナ ッシュ大学側で参加学生の身体的 ・

精神的ケァーが+分 になされるか、②文教大学 との連絡体制が整備 されているか、③研修時間外

の事故責任の明示がなされているか等について検討 された。その結果、配慮すべき事項 として①

参加学生およびその父母への主旨徹底 と了解を得 ること、② 〃不測の事態 〃に対す る連絡方法の

徹底と教職員の派遣、.③事務職員の引率補助を依頼することを確認 し、同案を承認 した。承認に

至る経緯は下記表に見るとおり。

表 「部分引率」実施に至るまでの経緯

1998.3

4

5

6

7

9

学部国際交流委員会(小 林ひろみ教授報告:引 率制度の問題点指摘、審議)

学部国際交流委員会(引 率制度に関す るアソケー ト実施決める)

アソケー ト結果:回 答数20… 引率廃止9,部 分引率8,そ の他3

「部分引率制度」実施可能性検討を教授会にて報告

学部国際交流委員会(モ ナ ッシュ大学AACEに 質問状送付決める)→ 実施

モナッシュ大学AACEよ り回答受領

学部国際交流委員会(回 答の検討審議、 「部分引率」制度提案)

学部教授会にて提案、承認

なお、同件については大学国際交流委員会への報告後、第1回 事前オ リエソーショソの際に学

生たちに主旨説明を行なうとともに、参加者保証人に対する案内書にその旨を明記 し、あわせて

事故対策連絡網を付 して 「研修旅行同意書」の提出を要請 した。[稿 末資料3参 照]

2.事 前 オ リエンテ ーシ ョン

研修実施に先立つ事前指導は、研修概要にかんす る情報伝達のみな らず、その目的の確認 を通

じて学生の参加姿勢を正 し、参加インセソティブを高めるための教育的機会でもある。事前指導

のあ り方如何が研修全体の成果を左右することも十分あ りうる。27名 の参加学生には国際交流室

より予め連絡 し、やむをえず欠席する場合には必ず事前 に連絡をとるよう指示 した。(な お、3

回にわたる事前オリエソテーシ ョソでは国際交流室の鈴木、仮屋 さんから学生への連絡、事務事

項の説 明等にあたっていただいた。)

〈第1回(12月9日)〉

(1)研 修の目的説明… 「物見遊山」ではない、あくまで も教育目標をもった 「研修」であること

の確認。 また英語力の向上だけでなく、異国の文化、歴史、価値観、目本との関係等々にまで

及ぶ異文化理解のための多角的研修で もあること。

(2)海 外での生活への心構え…海外では 「自己責任」が厳 しく問われる。引率者やモナ ッシュ大

学のスタッフはあ くまでも研修の補助者であって、学生といえども〃甘え〃は許 されない。 ま
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たホス トファミリーとの コミュニケーシ ョソに努力す ること。率直にThankyou,Excuse

me,Please等 が表現できるように、等々。

(3)オ ース トラリアの気候、人々の生活、政治状況、そ して治安…実際問題としての持 ち物 に関

わる外的環境。また治安が比較的安全と言われるオース トラリアでも夜間の外出が危険なこと、

またポー リソ=ハ リソソ党首の 「ワソネーシ ョソ」党 の動 きに代表 され る排外主義的気運 が

multi-culturalismの オース トラリアにも少なからず存在すること、等 々。モナッシュ大学で

の研修環境 と 「部分引率」制度の主旨説明。

(4)昨 年度参加学生の体験談

(5)事 務事項、諸連絡

〈第2回(1月22日)〉

(1)基 本的生活習慣…当然のことながら、未成年者の喫煙が違法であること。(オ ース トラリア

では18才 以下だが…)国 際的に見て喫煙者が好 ましい 目で見 られないこと、実質的に も不利益

を蒙 ることが多いことなどを説明。学生のほとんどが未成年者であることから、禁煙 を指導。

(2)参 加学生の組織化…27名 という人数を〃機能化 〃す るため3グ ループに分け、グループ=リ
ーダーを選出、さらに全体のリーダーを指名。(参 加者中唯一の2年 生)情 報伝達の経路、点

呼方法などを指導。

(3)シ ドニー旅行時の諸注意…最終2日 間は文教大学主催の研修ではな く、JTB主 催企画のオプ

ショナル=ツ アーとなる。 シドニーは大都会であり、また研修後の注意力散漫となる時期で も

あるため、いっそ うの自己管理の必要性をうったえる。

(4)事 務事項、諸連絡

く第3回(2月15日)〉

(1)ホ ームステイに関する注意…海外では 「沈黙は金」ではない。消極的態度ではな く、積極的

に自己主張す ることが必要。問題や不満は言葉 にして表わす こと(英 語がうまく話せなくても

態度で分かるはず。)モ ナッシュ大学のスタッフは親切に対応 して くれるので、不満等につい

ては研修の終了後ではなく、研修期間中に言葉で表明すること等々。

(2)「 麻薬」問題…最近のオース トラリア都市部では若者の麻薬(特 にヘロイソ)吸 引が社会問

題となっている。興味本位で関わることが後に重大な結果を招 くことを注意。

(3)事 務事項、諸連絡

3.研 修 の背景 ・実施後の印象

研修は前半2週 間の 「部分引率」期間中に発生 した学生1名 の落馬骨折事故を除いては順調に

推移 し、3月21日 、学生全員の帰国をもって無事終了 した。特に 「部分引率」期間に見聞 ・体験

した範囲を中心に、実施の印象をまとめてみたい。

① モナッシュ大学の受け入れ体制と組織的機能分担

特に印象に残 ったのは英語初級的学生(学 生はほとんど該当)に 対するモナッシュ大学の受け

入れ体制の充実ぶ りで、豊かな経験 に裏打 ちされた組織体制、洗練された機能分担には感心 させ

られた。AACEは3名 の 日本人スタッフを中心に到着後のオリエンテーショソを行ない、全般的
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注意を徹底 させて くれた。また、研修 を直i接指導するELCに は短期留学 プログラム責任者であ

るDavidWalton博 士(教 育学)を は じめ、非英語圏か らの学生に対する英語教育のべテラソ教

師陣が懇切丁寧に指導にあたって くれた。 さらにホス トファミリーも概ね善 良な方々で、その選

定についても信頼で きるものであった。

先の落馬事故の際には、 クラス担当教師が奥田とともに病院へ学生を搬送 し、診察手続 きをとっ

て くれた。またDavid氏 は早速病院にかけつけ、難解な専門用語を逐一分かり易 く解説 して くれ

たばかりでな く、ホス トファミリーおよびAACEに 連絡 を取 り、時にはジョークをも交えて骨折

した学生に話 しかげ安心感を持たせる配慮 をして くれた。またホス トファミリーは医者の意見と

当該学生の希望を聞き入れ、ご親切にも研修期間終了までの滞在 と通院治療に全面的助力を約束

して くれた。少なくとも、今回の事故の際に見られたモナッシュ大学側の〃危機管理 〃の体制は

非常にしっか りしたものだった。

② 戦略商品としての 「英語教育」

こうした組織体制の構築と人材配置の背景にあるものが、モナ ッシュ大学が指向する大学 自体

のグローバル化 と 「英語教育の商品化」戦略である。前者は後述するとして、特に非英語圏海外

学生受け入れで蓄積 されたノウハウを活用 して、同大学は財政収入の安定化を目指 した英語研修

制度(E:LICOS)を 大規模 に展開 してお り、 これが大学の財政収入に占める正規学部学生からの

授業料 シェアを5～6割 程度に留めることに貢献 している。(3)ビ ジネスライクな言い回 しをす

れば、 「英語教育」は〃戦略商品〃と言って良い程に重要視 されているのである。 また研修期間

中の各週1回 行なわれた校外へのエクスカーショソでは 自然豊かな周辺地域への遠出が催 され、

ビク トリア州の対外 ピーアールに大いに貢献 している。地元紙 「HelardSun」 紙(March2,

1999)が 伝えるところによれば、アジア経済危機の影響でオース トラリアの経常赤字は98年 に79.

6億 オース トラリア ・ドル(1AUS$≒75～80円 …1999年3月 時点)に のぼったうえ、99年1月

には輸出が前年同期比5%ダ ウソのため貿易赤字額は13.8億 オース トラリア ・ドルに達 したとさ

れる。同国の経済パフォーマソスは比較的良好 とはいえ、経常赤字打開の切 り札としてのサービ

ス商品開発と観光収入の増大は大ぎょうに言えば〃国家的要請 〃であり、この点からもモナッシュ

大学の 「英語教育」システムは注 目される。最近のアジア経済危機の余波を受けて、モナッシュ

大学でもこれまで海外留学生の多数を占めてきたイソ ドネシア、マレーシアからの受け入れ数は

減少傾向にあ り、 これを代替 しうるジャパソ ・マーケッ トの開拓が次第に重要視されつつあるよ

うである。担当者の個人的親切心とはまた別の次元で、我 々の研修自体がそうした学内事情のも

とに行 なわれているという状況は、客観的に掴んでおく必要があると思われる。

③ ホ ス トフ ァ ミ リー の イ ソ テ グ レー シ ョソ

この 研 修 の 特 徴 の ひ とつ が4週 間 の ホ ー ム ス テ イで 、 参 加 学 生 は現 地 家 庭 で の 滞 在 を 通 じて オ

ー ス トラ リア の ナ マ の姿 と向 き合 う こ とが で きる。 問 題 は こ れ ら ホス トフ ァ ミ リー を い か に確 保

し、 〃質 的 な水 準 〃 を保 ち うる か とい う こ とだ ろ うが 、 モ ナ ッシ ュ大 学E:L:Cで は ホ ー ム ス テ イ

制 度 維 持 の た め に応 分 の コ ス ト(1週 あ た り165AUS$)を 支 払 う こ と で 、 研 修 で の英 語 教 育

に も彼 らを イ ソテ グ レー トす る こ とに 成 功 して い る。 た と え ば 、 研修 に おい て は5～6名 の小 集

団 に ク ラス を 分 解 して 、小 グル ー プ単位 で 会 話 訓 練 を行 な うconversationと い う手 法 が 多 用 され

た が 、 そ の チ ュー ター に は 各 ボ ス'トフ ァ ミ リー が ロー テ シ ョソで あた る とい う具 合 で あ っ た。 各
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ホス トファミリーに一定の教育的力量がなければこうした態勢をとることも困難であろう。モナッ

シュ大学はまた、ステイ中の トラブルを避けるためにホス トファミリーの精選に力を割いており、

その意味かちも研修のホス トファミリーは親 日的で1国 際的感覚に秀でた人々が多かったという

印象を受けた。(も っとも、その精選作業 に時間がかかるためか、ホス トファミリーに関す る個

別情報があまりア ップ トウデイ トなものでなかったとい う点は、来年度に向けて相手側 に率直に

申 し述べておきたい点である。)

4.春 季集中英語研修(4週 間 プログラム)の 協定について

国際学部では同研修に対する単位認定(英 語2単 位)を 行なっていることもあって、その根拠

となるシラバスや研修内容を定めたメモラソダムとともに、今後の協力関係を維持するうえでも、

国際学部とモナ ッシュ大学との問に何 らかの明文化された協定を締結することが望まれていた。

訪豪す る以前 から交渉を重ねてきた結果、引率期間中にAACE所 長(ManagingDirector)の

MatthewMangan氏 と会談 し若干の修正を行なった後、3月2日 には15項 目の条項 と4つ の付

則文書か ら成 る協定に調印する運びとなった。モナッシュ大学側はlnternationa1の 最:高責任者

で学長の巌aloney教 授がサイソし、帰国後、宮本学部長署名の後に発効 となった。当面は2年

間(2000年12月)の 期間とし、以後は双方に異議が生 じないかぎり自動延長 される。[稿 末資料

4参 照6た だしボ リュームの関係上、英文各条項のみ掲載 し付則文書1～4は 省略。]な お、同

協定は国際学部が学部改組後に実施を検討 している 「短期留学制度」(1セ メスター ・プログラ

ム)に 関する協定のモデルともなりうるものである。

5.長 期 的 ・一般的協定に関する協議 と 「短期留学制度亅の構築

国際学部では現在、西暦2000年4月 を目標 として学部改組委員会を中心に改組計画が進んでい

る。 このうち国際交流マターに関係の深い構想が、新設予定 「多文化 コミュニケーショソ ・コー

ス」に設定される1セ メスター海外研修企画である。同構想では主にこのコース学生を12～16週

間の期間海外の大学で学ばせ、そこで履修することがで きる語学、異文化理解、地域研究などの

科 目を学部の単位 として認定する(事 前 ・事後のオ リエソテーショソを含めて単位化す る)こ と

を想定 しており、システムとして学生の短期的留学が可能となる。また将来的には他 コースの学

生にも海外事情理解 と専門性を備えた多様な 「短期留学制度」を準備することで、国際学部学生

に海外研修 を通 じた国際理解イソセソティブを付与 したいと考えている。現在、具体的な海外研

修先調査を進めているが、モナッシュ大学は教育内容の充実ぶりと整備された受け入れ体制 から

して、その第1候 補とな りうる。

ただ し、モナッシュ大学 との連携によって 「短期留学制度」を立上げるためには相手側の了解

と受け入れの具体的条件を定めた特定協定を結ぶ必要性があるが、その前提として、まずはモナッ

シュ大学 と文教大学との間でそのベースとなる大学間一般協定が必要 となるだろう。この交渉を

ほぼ半年間進めてきたが、モナ ッシュ大学の立場はかな り微妙であった。現地滞在中に会談 した
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前述のMangan氏 およびMonashInternationa1の 実質的担当責任者であるReus教 授(Director

MonashAbroad)に よれば、モナッシュ大学では現在100以 上存在する 「一般的協定」の見直 し

を進めているとのことである。大学の将来計画か ら見て実質的内容のあるもの、(財 政的に魅力

ある?)具 体的プロジェク トに関わるもののみを残 し、その他は整理する方向にある。また、学

内の組織的事情から各学部では相互交流のメリットを享受できるなど、よほどの 〃恩恵〃が期待

できない限り 「一般的協定」には興味を示 していないという。 したがって、MonashIntemationa1

としては学部事情に影響を受けない形での具体的プログラムに関わる交流協定を考えたいとして

おり、我々が当初考 えていたような、オーソドックスな形の 「一般協定」を結ぶのは困難 と判断

された。

これに対 して、前述の4週 間プPグ ラムのように特定の実施計画を射程に入れた協定(特 別協

定 もしくは暫定協定=enablingagreement)1よ 組織内合意が容易で、ELCな ど関係機関の協力

体制 も作 りやす く、国際学部が検討 している 「短期留学制度」にも十分協力が可能との感触 を得

た。そこで〃次善の策 〃として、可能な限 り一般的協定の内容をも含ませるために、モナ ッシュ

大学が玉川大学 と結んでいる英語研修 に関する特別協定を もとにしたenablingagreement試 案

を事前に学部国際交流委員会で作成 ・検討 した後、今回はそのコピーを携え、関係各氏にその検

討 を依頼することとした。[稿 末資料5参 照]幸 い、先の両氏およびE:LCのDavid氏 か らは肯定

的な評価を得た。また、帰国後の大学国際交流委員会の席上でも特に異議は出なかったので、今

後は 「短期留学制度」に関する規定やシラバスの作成など具体的な実施課題検討を関係委員会と

協力 して進めてい く一方、学部内外の合意をはか りつつ協定締結交渉を進めてい くこととしたい。

6.総 括 および評価

① 「部分引率」の評価

落馬事故が起 きたのは残念と言 う他はないが、その際で も授業担当者、研修引 き受け責任者、

ホス トファミリー等の対応は極めて時宜を得たものであった。先にも述べたとおり、モナッシュ

大学側の研修受け入れ体制は非常に整備 されてお り、研修期間の教員引率にういては向こうもそ

れほどの必要性を認めていなかった。(現 に、同大学に研修学生を送 り込んでいる日本の幾つか

の大学では引率者を派遣 していないという。)

ただ し、 「部分引率」の評価 を1回 の経験でのみ判断するのは早急に過 ぎるのかもしれない。

引率全廃の可能性を検討す ること自体はともか くとして も、現時点ではそれが十分な学内合意を

得 られるとは思えない。また、万が一の事故が発生 した際に文教大学からの引率者がいるときの

当該学生に与える安心感なども考慮すると、部分引率を早急に取 り止めて しまうことには問題が

残るかもしれない。協定交渉に関する課題 も残されていることで もあり、とりあえず次年度につ

いては現状の前半引率形態を継続 し、その反省をふまえた上で後 日に検討することがベターを判

断す る。

② 事務職員の引率補助について

今回の研修では事務職員の立場 から国際交流室の鈴木 さんに引率補助をお願いした。鈴木 さん

には本研修実施以前か ら相手側 との連絡や事前オ リエソテーショソの企画準備、さらには参加学
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生への日常的連絡などを担当していただいていた。年度末の多忙な時期でもあるので、鈴木 さん

の引率補助期間は1週 間と短いものではあったが、現地で も十二分に引率 アシス トの役割を果た

して くれた。そもそ も担当事務者にとって現地に直接出向き、普段はvoicetovoiceあ るいは

faxtofaxで しか接触 していない相手を知 り、組織事情や人間関係 まで も理解 し、facetoface

の関係 を作 り上げることは(本 人の疲労は別として)、 職務上得るところが大 きいと思われる。

したがって、1週 間とはいえ、事務職員の引率協力が得 られるよう来年度 も関係者の協 力を期待

する次第である。ついでながら、将来1セ メスターに及ぶ 「短期留学制度」が立 ち上がった場合

の事務負担の増加を考慮に入れた とき、国際交流に関す る情報の集中管理の必要性は現在とは比

べものにならないほどに大きくなるだろう。それに対応す る事務職員の資質向上を図るうえでも、

海外研修引率経験を共 有してい くことは一つの有益な方法ではないか。 また大学事務管理当局 と

は実質的機能面からして も、また国際化時代に必要な〃人的資源〃育成の観点からも、国際交流

に関わる事務スタッフの増員 と組織的再編を強 く望みたい。

③ 研修のフォローアップ

本研修の基本的目標を理解せず、海外旅行気分で出かけてい く学生がいないか、とい う点は当

初から気がか りな点であった。現代っ子は(あ るいは、青年 というのはもともとそ うい うものな

のかもしれないが)と か く自己中心的で我侭な傾 向が見受けられる。ホニムステイはホテルに宿

泊するのとは違 う、 というごく当た り前の ことが分からず、 ホス トファミリーと小 さ塗軋轢を起

こす学生 も見受けられた。研修の成果 を今後に活かしていくうえで も、事後教育の必要性はけっ

して小 さなものではない。

もっとも、研修に対する学生の反応は概 して良好であった。参加学生たちのナマの声 を拾い、

それらを次年度以降に反映 させてい く必要があるので、学部委員会ではモナッシュ大学が行なっ

た評価アソケー トとは別個に、2000字 程度の感想 ・反省 レポー トを課す こととした。[稿 末資料

6に その1例 を掲載。]そ の中で多 くの学生が研修の成果 として英語 スキルの向上とともに、国

際社会の多元的価値観の認識とその共存の必要性を、感覚的にせよ、ある程度まで捉えているこ

とに安堵す る思いである。

今回研修に参加 した学生の多 くは1年 生であ り、研修での体験(感 性)を 今後は専門科目、ゼ

ミナールなど学部教育を通 じて血肉化 し、理性的判断力にまで昇華 させてい くことを期待 してい

る。また学部国際交流委員会は彼 らの体験記を活用 し、将来の研修内容に反映 させてい く努力を

続けたい。

ツ.結 びにかえて一国際交流関係組織改革への提言

現在モナッシュ大学はオ'一ス トラリア国内のみならず、すでにマ レ「シアにキャソパスを開設

した他、現在は南ア等の諸外国にも開設計画を進めているという。ボーダー=レ ス時代にあって

大学その ものをグローバル化 してい くとい う、同大学のダイナ ミクスとエネルギーには しきりに

感心させ られた。もちろん、サイズにおいても教育方針において も、文教大学はモナ ッシュ大学

とは違 う。 こち らはこちらで独自の道 を追求 していけば良いわけだが、ただモナ ッシュ大学のよ

うな〃多国籍企業 〃を目指 さずとも、文教大学 も今後予想 される国際交流の多様化、広域化、長
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期化を考慮 した場合、賦存資源に見合 う形での組織改革の必要性を痛感する。すなわち、既存の

諸 プログラムの見直 しとともに、国際交流関係組織のあ り方を検討 し、再編 してい く政策的努力

が今 日必要なのではないか。たとえば、現在 は越谷 ・湘南 ・旗の台に分散管理 されている国際交

流関係情報を集中管理 し迅速かつ総合的な意志決定を行 うためには、ある程度は各学部の個別的

利害を止揚する形での専門的国際交流統括機関の確立 とスタッウの集中が望ま しい。モナッシュ

大学に習いBunkyoInternationalと いった全学的機関の もとに組織再編がなされ、同機関の も

とに国際交流事務が統括 され、その権限下で国際化戦略が展開されていっても良いのではないか。

無論、権限と責任はコイソの裏表の如き関係である。 この場合、担当者が応分の責任を負 うべ

き立場にあることは言 うまで もないが、組織権限と担当者責任の明確化だけでな く、その際予想

される人員の再配置、有効活用を関係機関におかれては真剣に考えて欲 しい。

(国際学部 ・国際交流委員長)

注:

(1)こ の研 修 は国 際学 部 主 催 と して2月21日 ～3月19日 ま で モ ナ ッ シ ュ大 学 に お い て 実施 、そ の後 、

帰 路 の シ ドニ ー1泊 旅 行 に つ い て は 日本 交 通 公 社 藤 沢 支 店 主 催 に よ る オ プ シ ョナ ル ・ツ アー と

した。(同 ツ ア ー に は 全 員 が参 加 。)

(2)事 故 の 発 生 状 況 、対 応 措 置 な どに つ い て は 事 故 発 生 直 後 に大 学 国 際 交 流 委 員 長 、学 部 長 、学 部

国際 交 流 委 員 会 お よび 事 務 当局 に報 告 。そ の後 、1999年4,月 国際 学 部 教 授 会 に て 報 告 。 一

(3)1999年3月2日 、AACEManagingDirectorM.Mangan氏 との 会 談 よ り。
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